
平成19年４月26日
九州電力株式会社

平成18年度決算について

１．平成18年度決算の概要

 (1)収支概況

  当期の連結収支につきましては、収入面では、電気事業において、販売電力量は増加

しましたが、昨年４月からの電気料金値下げの影響により電灯電力料は若干減少しまし

た。しかしながら、電気事業以外の事業において収入が増加したことから、売上高(営業

収益)は前期に比べ 0.5％増の１兆4,083億円、経常収益は 0.5％増の１兆4,170億円とな

りました。一方、支出面では、電気事業において、近年の好調な年金資産運用などによ

る人件費の減少はありましたが、原子力発電電力量の減少による燃料費の増加や、使用

済燃料再処理等費などの原子力バックエンド費用の増加などがあり、経常費用は 1.1％

増の１兆2,984億円となりました。

　以上により、経常利益は 5.3％減の 1,185億円となりました。

　また、固定資産の減損損失 56億円を特別損失に計上したことなどから、当期純利益は

14.2％減の 659億円となりました。

　当社単体の収支につきましては、売上高は前期に比べ 0.3％増の１兆3,330億円、経常

利益は 7.4％減の 1,057億円となりました。当期純利益は、固定資産の減損損失 56億円

を特別損失に計上したことなどから 14.3％減の 592億円となりました。

　期末の配当につきましては、中間配当と同じく１株につき 30円とし、年間 60円とす

る剰余金の処分案を株主総会に付議する予定です。

連  結 (単位：億円、％)
１８ 年 度 １７ 年 度 増      減 前年比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

売 上 高 14,083 14,017  65 100.5
営 業 利 益 1,551 1,712 △ 161 90.6

経 常 利 益 1,185 1,252 △ 66 94.7
（ 特 別 損 失 ） ( 56 ) ( 91 ) ( △  35 ) ( 61.1 )
当 期 純 利 益 659 768 △ 108 85.8
(注)18年度　連結子会社数 29 社　持分法適用非連結子会社数 13 社　持分法適用関連会社数 13 社
　　17年度　連結子会社数 26 社　持分法適用非連結子会社数 12 社　持分法適用関連会社数 12 社

単  体 (単位：億円、％)
１８ 年 度 １７ 年 度 増      減 前年比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

売 上 高 13,330 13,294  36 100.3
営 業 利 益 1,437 1,596 △ 158 90.1

経 常 利 益 1,057 1,141 △ 84 92.6
（ 特 別 損 失 ） ( 56 ) ( 100 ) ( △　44 ) ( 55.7 )
当 期 純 利 益 592 691 △ 99 85.7
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(2)単体業績

 ［販売電力量］

  当期の販売電力量につきましては、電灯、業務用電力などの一般需要は、オール電化住
宅の増加などによる電灯の伸びや、商業施設の新規出店などによる業務用電力の伸びはあ
るものの、前期が猛暑、厳冬であったことによる冷暖房需要の減少などから、前期に比べ
0.1％の減少となりました。また、大口産業用需要は、デジタル家電関連や鉄鋼などで生
産が堅調に推移したことや、原油価格の高騰を受け、自家発電から当社買電への切替えが
あったことなどから、前期に比べ 6.8％の増加となりました。この結果、当期の総販売電
力量は 843億９千万kＷhとなり、前期に比べ 1.7％の増加となりました。

(単位：百万ｋＷｈ、％)
１８ 年 度 １７ 年 度 増      減 前年比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

60,706 60,765 △ 59 99.9

23,693 22,191  1,502 106.8

84,399 82,956  1,443 101.7

 ［発受電電力量］

  供給面につきましては、原子力などの順調な運転により、安定した電力をお届けするこ
とができました。

(単位：百万ｋＷｈ、％)
１８ 年 度 １７ 年 度 増      減 前年比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

水        力 4,000 3,092  908 129.3
( 出 水 率 ) （　 103.5 ） （　 81.6 ） （ 21.9 ）

火        力 34,925 31,804  3,121 109.8

原   子   力 37,836 39,991 △ 2,155 94.6
(設備利用率) （　 82.1 ） （　 86.8 ） （ △ 4.7 ）

計 76,761 74,887  1,874 102.5

他          社 15,887 16,405 △ 518 96.8

融          通 △ 154 △ 213  59 72.6

揚    水    用 △ 250 △ 267  17 93.8

合  　      計 92,244 90,812  1,432 101.6

合 計

大口産業用
需 要

一 般 需 要

自

社

自

社

- 2 -



収 支 比 較 表(単体)
 （単位：億円、％）

１ ８　年　度 １ ７　年　度 増      減 前年比 構   成   比

（  Ａ  ） （  Ｂ  ） （  Ａ－Ｂ  ） （  Ａ／Ｂ  ） １８年度 １７年度

電 灯 料  5,510  5,623 △ 113 98.0 41.1 42.2

電 力 料  7,354  7,285  68 100.9 54.9 54.6

（ 小 計 ）  (　 12,864 ）  (　 12,909 ） (△ 44 ） （ 99.7 ） （ 96.0 ） （ 96.8 ）

そ の 他  530  430  100 123.5 4.0 3.2

[ 売 上 高 ] ［   13,330 ］ ［   13,294 ］ ［   36 ］ ［ 100.3 ］ ［ 99.5 ］ ［ 99.7 ］

合 計  13,395  13,339  56 100.4 100.0 100.0

人 件 費  1,448  1,784 △ 336 81.1 11.7 14.6

燃 料 費  2,113  1,797  315 117.6 17.1 14.7

修 繕 費  1,707  1,573  134 108.5 13.9 12.9

減 価 償 却 費  1,890  1,995 △ 105 94.7 15.3 16.4

購 入 電 力 料  1,126  1,132 △ 6 99.4 9.1 9.3

支 払 利 息  357  384 △ 26 93.1 2.9 3.1

原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用 652 482  169 135.2 5.3 4.0

そ の 他  3,042  3,046 △ 4 99.9 24.7 25.0

合 計  12,337  12,197  140 101.2 100.0 100.0

[   1,437 ] [   1,596 ] ［△ 158 ] [ 90.1 ]

 1,057  1,141 △ 84 92.6

 － △ 46  47 －

 56  100 △ 44 55.7

 1,000  1,088 △ 87 92.0

 408  396  11 102.9

 592  691 △ 99 85.7

(注)「原子力ﾊﾞｯｸｴﾝﾄﾞ費用」：使用済燃料再処理等費、使用済燃料再処理等準備費(※)、
　　　　　　　　　　　　　　原子力発電施設解体費及び特定放射性廃棄物処分費の合計額

(　参　考　）

１ ８　年　度 １ ７　年　度 増      減
（  Ａ  ） （  Ｂ  ） （  Ａ－Ｂ  ）

税 引 前 当 期 純 利 益

[ 営 業 利 益 ]

経 常 利 益

渇 水 準 備 金

法 人 税 等

当 期 純 利 益

特 別 損 失

63.6$/b 55.8$/b  7.8$/b原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

117.0円/$ 113.3円/$   3.7円/$為 替 レ ー ト

経

常

費

用

経

 
常

 
収

 
益

(※)18年度新規 69億円(第２再処理工場での再処理等費用)

- 3 -



資産・負債・純資産比較表 (単体)
(単位：億円、％)

固定資産 △ 728

(電気事業固定資産) ) ) (△ 859 )

(投資その他の資産) ) ) (△ 45 )

流動資産等  56

△ 672

負　　　　債 △ 903

(有利子負債残高) ) ) (△ 628 )

純　 資　 産  231

△ 672

 1.1

(注)　前期末の「純資産」及び「自己資本比率」の数値については、従来の「資本」及び
　　「株主資本比率」を記載しています。

(3)連結収支における事業別の業績

　事業の種類別セグメントの業績（セグメント間の内部取引消去前）は、次のとおりとな
りました。

セグメント別の業績(内部取引消去前)

増　　減
（ Ａ－Ｂ ）（ Ａ ）

１９／ ３月末

1,897

37,901合　　　計

資
　
産

27,713

( 19,123

36,003

(  4,334

前期末比
（ Ａ／Ｂ ）

9,956

38,573

1,840

38,573

28,616

( 19,751

１８／ ３月末
（ Ｂ ）

自己資本比率

負
債
･
純
資
産

25.8

36,732

( 26,521

37,901

26.9 －

102.3 

98.3 合　　　計

10,188

96.8 

96.8 

103.1 

98.3 

( 25,662

(  4,379 99.0 

98.0 

96.8 

(単位：億円、％)
１８年度 １７年度 増      減 前年比
（ Ａ ） （ Ｂ ） （ Ａ－Ｂ ） （ Ａ／Ｂ ）

売 上 高 △ 42 99.7

営業利益 △ 186 88.6

売 上 高 44 103.6

営業利益 68 46 22 149.8

売 上 高 764 737 26 103.6

営業利益 △ 13 △ 6 △ 6 －

売 上 高 259 201 57 128.5

営業利益 42 30 11 139.2
(注) 「電気事業」は、当社事業から附帯事業を除いたものです。

1,283 1,238

13,101 13,143

1,442 1,629
電気事業

エネルギー
関連事業

情報通信事業

その他の事業
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  ①電気事業

　販売電力量は増加しましたが、昨年４月からの電気料金値下げの影響により、売上高は

前期に比べ 0.3％減の１兆3,101億円となりました。営業利益は、売上高の減少に加え、

燃料費の増加などにより 11.4％減の 1,442億円となりました。

  ②エネルギー関連事業

　売上高は、ガス販売量の増加などにより、前期に比べ 3.6％増の 1,283億円となりまし

た。営業利益は、売上高の増加に加え、分散型電源事業において、前期から不採算物件の

解約を進めてきたことなどにより 49.8％増の 68億円となりました。

  ③情報通信事業

　売上高は、ブロードバンドサービスの利用回線数の増加などにより、前期に比べ 3.6％

増の 764億円となりました。営業利益は、ブロードバンドサービスの拡大に伴う設備関連

費用の増加などにより、前期に比べ６億円減少し13億円の損失となりました。

  ④その他の事業

　売上高は、前期において持分法を適用していた子会社を当期から連結の範囲に含めたこ

となどにより、前期に比べ 28.5％増の 259億円、営業利益は 39.2％増の 42億円となりま

した。
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２．次期(平成２０年３月期)の見通し

【連結業績の通期見通し】
　売上高は、電気事業において、オール電化住宅の増加や商業施設の新規出店、大口お客
さまの好調な生産活動などにより、販売電力量が前期に比べ 1.3％増加する見込みである
ことから増加する見通しです。
　営業利益は、税制改正に伴う減価償却制度見直しによる負担増などがあることから減少
する見通しです。
　経常利益及び当期純利益は、支払利息が減少することなどから増加する見通しです。

次 期 業 績 見 通 し
(単位：億円)

中間期 通　期 通　期
7,120  14,380  6,730  13,490  
[  99.8%] [ 102.1%] [  99.4%] [ 101.2%]
980  1,520  960  1,420  
[  77.0%] [  98.0%] [  78.4%] [  98.7%]
830  1,190  800  1,080  
[  76.2%] [ 100.4%] [  76.2%] [ 102.1%]
510  740  500  670  
[  76.4%] [ 112.2%] [  77.0%] [ 113.1%]

(注) [  ]は前年同期比

主 要 諸 元 表(単体)

中間期 通　期 17年度(参考)

428億kＷh 855億kＷh 830億kＷh
[  99.4%] [ 101.3%] [  103.4%]

56$/b

113円/$

85.1% 85.5% 86.8%

81.6%
(注) [  ]は前年同期比

(参考)19年度収支変動影響額(単体)
通　期

原油ＣＩＦ価格  1$/b 24億円
為 替 レ ー ト  1円/$ 16億円
原子力設備利用率  1% 22億円

為 替 レ ー ト

原 子 力 設 備 利 用 率

出 水 率

経 常 利 益

当 期 純 利 益

販 売 電 力 量

原 油 Ｃ Ｉ Ｆ 価 格

連　結
中間期

63$/b

120円/$

100.0%

単　体

売 上 高

営 業 利 益
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ファイル名:プレス資料 企業集団の状況.doc 更新日時:4/23/2007 8:10:00 PM 印刷日時:07/04/24 18:18

参 考 １ 

（連結範囲及び持分法の適用に関する事項） 
 連結子会社 29 社 持分法適用非連結子会社 13 社 持分法適用関連会社 13 社 (合計 55社) 
 
（連結範囲及び持分法の適用の異動状況） 
 連 結(新規) ３ 社（㈱九電オフィスパートナー､㈱キューデン・グッドライフ､㈱九電ビジネスフロント） 
 持分法(新規) ４ 社（九州高原開発㈱､鹿児島光テレビ㈱､㈲オーク､㈱福岡クリーンエナジー） 
 持分法(除外) ２ 社（㈱九電ビジネスフロント､㈱苓北そると） 
 
企業集団の状況 
 

   - ７ -

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
         
         
           

          子会社 

          関連会社 

       ◆  連結子会社 

       ◇  持分法適用会社 

      

     

◆九州通信ネットワーク㈱ 
◆㈱キューデンインフォコム
◆ニシム電子工業㈱ 
◆九電ビジネスソリューションズ㈱ 
◆九州ネットワークサービス㈱ 
◇鹿児島光テレビ㈱◎

 ㈱コアラ 

 当社(光ファイバ心線貸し事業) 

◇㈱九電工 
◇西九州共同港湾㈱ 
◇㈱九建 
◇西技工業㈱ 

◇㈱キューヘン 
◇九州高圧コンクリート工業㈱
◇西日本電気鉄工㈱ 
◇誠新産業㈱ 
 日豪ウラン資源開発㈱ 

◇㈱福岡クリーンエナジー◎ 
◇九州冷熱㈱ 
◇ｴﾚｸﾄﾘｼﾀﾞ･ｱｷﾞﾗ･ﾃﾞ･ﾄｩｸｽﾊﾟﾝ社 
 北九州エコエナジー㈱ 
 
 ｴﾚｸﾄﾘｼﾀﾞ･ｿﾙ･ﾃﾞ･ﾄｩｸｽﾊﾟﾝ社 

 当社(ガス供給事業､空調事業､蓄電池事業)

◇戸畑共同火力㈱ 
◇大分共同火力㈱ 

◆九州林産㈱ 
◆西日本プラント工業㈱ 
◆九電産業㈱ 
◆西日本技術開発㈱ 
◇西日本環境建設㈱ 

◆㈱キューキ 
◆九州計装エンジニアリング㈱
◆光洋電器工業㈱ 
◆西日本空輸㈱ 

◆㈱キューデン・インターナショナル 
◆大分エル・エヌ・ジー㈱ 
◆北九州エル・エヌ・ジー㈱ 
◆西日本環境エネルギー㈱ 
◆パシフィック・ホープ・シッピング・
 リミテッド 
◆長島ウインドヒル㈱ 
◆㈱福岡エネルギーサービス 
◇みやざきバイオマスリサイクル㈱ 
◇キューデン・イリハン･ 
 ホールディング・コーポレーション 

◆㈱電気ビル 
◆㈱キューデン・グッドライフ◎(注2) 
◆㈱キューデン・グッドライフ東福岡 
 (注3) 
◆㈱キューデン・グッドライフ熊本 
◆㈱キューデン・グッドライフ鹿児島 
◆㈱九電ビジネスフロント◎ 
◆森林都市㈱ 
◆㈱九電オフィスパートナー◎ 
◇九州住宅保証㈱ 
◇九州高原開発㈱◎ 
◇㈱九電ホームセキュリティ 
◇㈱九電シェアードビジネス 
◇メディカルサポート九州㈱ 
◇㈱九州字幕放送共同制作センター 
◇㈲オーク◎ 

 ㈱九州アイ・エス・オー審査登録機構
 福岡新都心開発㈱ 

 当社(不動産賃貸事業) 

◇㈱ジェイ・リライツ 
◇九州環境マネジメント㈱ 

◆
 

（注）１ ◎印を会社名の後に付した会社は、当期において、連結範囲及び持分法の適用の異動があった会社です。 
   ２ ㈱キューデン・グッドライフ東福岡、㈱キューデン・グッドライフ熊本、㈱キューデン・グッドライフ鹿児島の統括会社と

して新規に設立したものです。 
   ３ 従来の名称は㈱キューデン・グッドライフでしたが、同一名称の新会社を設立したことに伴い、名称を㈱キューデン･グッ

ドライフ東福岡に変更しています。 
※ 作成要領の変更により、本ページは「決算短信」には記載しておりません。 



連 　 結 単　　体

(単位：億円) (単位：億円)
売上高   1位：H13 14,580 売上高   1位：H12 14,114

  2位：H12 14,483   2位：H 9 14,109
  3位：H 9 14,440   3位：H 7 13,984

 10位：H18 14,083  11位：H18 13,330

営業利益   1位：H 6 2,343 営業利益   1位：S61 2,384
  2位：H 7 2,305   2位：S60 2,282
  3位：H16 2,137   3位：H 6 2,263

 13位：H18 1,551  27位：H18 1,437
経常利益   1位：H16 1,599 経常利益   1位：H16 1,529

  2位：H17 1,252   2位：H17 1,141

  3位：H18 1,185   3位：S61 1,132

  7位：H18 1,057

当期純利益   1位：H16 892 当期純利益   1位：H16 893
  2位：H17 768   2位：H15 701
  3位：H15 727   3位：H17 691

  4位：H18 659   7位：H18 592

※順位は連結業績の開示を開始したH6年度 ※順位は半期決算から年度決算へ移行した
　以降のもの 　S53年度以降のもの

当期業績の順位について

参　考　２
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